
�愛媛県告示第１２８６号
愛媛県における感染症の予防のための施策の実施に関する

計画（愛媛県感染症予防計画）（平成１２年９月愛媛県告示第

１２７６号）の一部を次のように改正する。
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第１ ５を次のように改める。

５ 県及び市町村の果たすべき役割

� 県及び市町村は、相互に連携を図りながら、感染症

の発生の予防及びまん延防止のための施策を講ずると

ともに、正しい知識の普及、情報の収集及び分析並び

に公表、研究の推進、人材の養成及び資質の向上並び

に確保、迅速かつ正確な検査体制の整備並びに医療提

供体制の整備等の感染症対策に必要な基盤整備を図る

。

� 県及び松山市は、相互に連携して感染症対策を行う

。

� 県及び松山市は、保健所については地域における感

染症対策の中核的機関として、また、県立衛生環境研

究所及び松山市保健所衛生研究部門（以下「衛生研究

所」という。）については感染症の技術的かつ専門的

な機関として、その役割が十分に果たされるよう機能

強化を図る。

� 県及び松山市は、複数の都道府県等（都道府県及び

保健所を設置する市をいう。以下同じ。）にわたる広

域的な地域に感染症のまん延のおそれがあるときには

、近隣の都道府県等や、人及び物資の移動に関して関

係の深い都道府県等と相互に協力しながら感染症対策

を行う。

また、このような場合に備えるため、国と連携を図

りながらこれらの都道府県等との協力体制についてあ

らかじめ協議を行う。

第１ ７を次のように改める。

７ 医師等の果たすべき役割

医師その他の医療関係者は、６に定める県民の果たす

べき役割に加え、医療関係者の立場で国、県及び市町村

の施策に協力するとともに、感染症の患者等が置かれて

いる状況を深く認識し、良質かつ適切な医療を提供する

よう努めなければならない。

第１中９を１０とし、８の次に次のように加える。

９ 獣医師等の果たすべき役割

� 獣医師その他の獣医療関係者は、６に定める県民の

果たすべき役割に加え、獣医療関係者の立場で国、県

及び市町村の施策に協力するとともに、感染症の予防

に寄与するよう努めなければならない。

� 動物等取扱業者（法第５条の２第２項に規定する者

をいう。以下同じ。）は、６に定める県民の果たすべ

き役割に加え、自らが取り扱う動物及びその死体（以

下「動物等」という。）が感染症を人に感染させるこ

とがないように、感染症の予防に関する知識及び技術

の習得、動物等の適正な管理その他の必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。

第２ １及び２を次のように改める。

１ 感染症の発生の予防のための施策に関する基本的な考

え方

� 感染症の発生後に防疫措置を講ずる事後対応型行政

に加えて、感染症発生動向調査のための体制の整備そ

の他基本指針及びこの計画に基づく取組を通じて、普
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段から感染症の発生とそのまん延を防止していくこと

に重点を置いた事前対応型の行政の推進を図る。

� 感染症の発生の予防対策上日常行われるべき施策は

、感染症発生動向調査を中心に行うこととし、更に、

食品保健対策、環境衛生対策等について、関係各機関

及び関係団体との連携を図りながら具体的な措置を講

ずる。

� 予防接種による予防が可能であり、ワクチンの有効

性及び安全性が確認されている感染症については、接

種率の把握に努めつつ、予防接種法（昭和２３年法律第

６８号）に基づき適切に予防接種が行われるよう実施体

制の整備等を図る。

また、県民が予防接種を安心して受けられるように

予防接種の有効性、安全性及び実施機関等についての

情報を積極的に提供する。

２ 感染症発生動向調査体制の整備

� 感染症に関する情報を迅速かつ的確に収集し、及び

分析し、県民や医師等医療関係者に対して感染症に関

する情報を公表する感染症発生動向調査は、感染症の

予防のための施策を推進するに当たり、最も基本的な

事項であり、県及び松山市は、感染症発生動向調査を

適切に実施する。

� 感染症の情報の収集、分析及び公表については、精

度管理を含めた全国一律の基準及び体系で行う必要が

あるため、県及び松山市は、医師に対し、感染症発生

動向調査の基準を周知するとともに調査の重要性につ

いての理解を求め、医師会等の協力を得ながら、適切

に実施する。

� 一類感染症、二類感染症及び三類感染症の患者につ

いては、法に基づき健康診断等の感染症の発生の予防

及びまん延の防止並びに患者に対する良質かつ適切な

医療の提供が迅速かつ適切に行われる必要があり、ま

た、四類感染症については、病原体に汚染された場所

の消毒、ねずみ族の駆除等の感染症の発生の予防及び

まん延の防止のための措置が迅速かつ適切に行われる

必要があることから、県及び松山市は、診断した医師

から知事及び松山市長への法第１２条第１項に基づく届

出が適切に行われるよう、医師会等の医療関係団体の

協力を得ながら医師への周知を図っていく。

また、県は、法第１４条の指定届出機関の指定に当た
り

っては、定量的な感染症の種類ごとの罹患率等の推定

を含めて、感染症の発生の状況及び動向の正確な把握

ができるよう十分配慮する。

� 県及び松山市は、感染症の病原体の迅速かつ正確な

特定を図るため、衛生研究所等を中心として、病原体

に関する情報を統一的に収集し、分析し、及び公表す

る体制の構築を図るとともに、病原体に関する情報と

患者に関する情報とが併せて全国一律の基準及び体系

で一元的に機能する感染症発生動向調査体制を構築す

るよう努める。

また、衛生研究所は、必要に応じて医療機関等の協

力も得ながら、病原体の収集・分析を行う体制を構築

するよう努める。

� 県及び松山市は、県外又は海外の感染症に関する情

報を、国立感染症研究所を始めとする関係機関から積

極的に収集し、県民や医師等医療関係者に積極的に提

供する。

� 県立衛生環境研究所は、病原体を含めた県内すべて

のあらゆる感染症に関する情報の収集・発信拠点（基

幹地方感染症情報センター）としての役割を果たす。

第２ ４を次のように改める。

４ 関係各機関及び関係団体との連携

� 県及び市町村の感染症対策部門、食品保健部門、環

境衛生部門、動物愛護部門等は、感染症の予防を効果

的かつ効率的に進めるために、平時から情報交換を行

い緊密な連携を図るとともに、学校、企業等の関係機

関及び団体等に対しても適切な情報提供を行い連携を

図る。

� 国、県、市町村及び医師会等の医療関係団体は、感

染症の予防を迅速かつ効果的に進めるために、緊密な

連携が図れる体制及び円滑な対策を講ずることができ

る体制の整備を図る。

第３を次のように改める。

第３ 感染症のまん延の防止のための施策に関する事項

１ 患者発生時の対応に関する基本的な考え方

� 感染症のまん延の防止のための対策の実施に当たっ

ては、健康危機管理の観点に立ち、迅速かつ的確に対

応するとともに、患者の人権を尊重しつつ、県民によ

る適切な予防及び良質かつ適切な医療の提供を通じた

早期治療の積み重ねによる社会全体の予防の推進を図

ることを基本とする。

� 県及び松山市は、感染症のまん延の防止のために、

感染症発生動向調査等による情報の公表等を行うこと

により、患者等を含めた県民、医療関係者等の理解と

協力に基づいて、県民が自ら予防に努め、健康を守る

努力を行うよう支援する。

� 県及び松山市は、感染症が集団発生したときは、必

要に応じて関係機関及び医師会等関係医療団体等と協

力して対策会議を開催するなど連携体制を強化する。

また、複数の都道府県等にまたがるような広域的な

感染症のまん延の場合に備えて、国及び都道府県等相

互間の連携体制を整備しておく。

� 感染症のまん延防止のため緊急の必要があるときは

、必要に応じ、知事は、予防接種法第６条に基づく指

示を行い、臨時の予防接種が適切に行われるようにす

る。

� 知事及び松山市長は、対人措置及び対物措置を実施

するときは、感染症発生動向調査等により収集された

情報を適切に活用した上で、必要最小限の範囲で行う

こととする。

また、人権への配慮の観点から、その手続を適正に

行い、患者等が精神的に不安な状況に追い込まれない

ように配慮する。

２ 対人措置及び対物措置

� 対人措置

ア 健康診断、就業制限及び入院の勧告等の対人措置
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の実施に当たっては、感染症の発生状況及び予防に

関する情報を患者等に提供し、理解と協力を求めな

がら行うことを基本とし、人権への配慮の観点から

、法第２５条の審査請求に係る教示等の手続を厳正に

行う。

イ 健康診断の勧告等については、病原体の感染経路

等を十分に考慮した上で、当該感染症にかかってい

ると疑うに足りる科学的理由のある者を対象とする

とともに、対象者の理解を得るよう努める。

また、法に基づく健康診断の勧告等以外にも、県

及び松山市が情報の公表を的確に行うことにより、

県民が自発的に健康診断を受けるように勧奨する。

ウ 就業制限については、その対象者の自覚に基づく

自発的な休暇、就業制限の対象職種以外の業務に一

時的に従事すること等により対応することを基本と

し、県及び松山市は、対象者その他の関係者に対し

周知を図る。

また、必要に応じ、事業者に対し十分な説明を行

い、理解と協力を得ながら就業制限を受けた者が解

雇等の社会的不利益を被らないよう配慮する。

エ 入院の勧告等による入院においては、医師から患

者等に対する十分な説明と同意に基づいた医療の提

供を基本とし、感染症指定医療機関等の協力を得な

がら、入院後も、必要に応じて十分な説明及びカウ

ンセリング（相談）を通じ、患者等の精神的不安の

軽減を図る。

知事及び松山市長が入院の勧告等を行う際は、患

者等に対して、入院の理由、退院請求や審査請求に

関すること等入院の勧告の通知に記載する事項を含

め十分な説明を行う。

また、入院勧告等を実施した場合にあっては、県

及び松山市は、講じた措置や提供された医療の内容

及び患者の病状について、患者ごとに記録票を作成

し、状況の把握に努める。

入院の勧告等に係る患者等が法第２２条第３項の規

定に基づき退院請求を行ったときは、知事及び松山

市長は、当該患者が病原体を保有しているかどうか

の確認を速やかに行う。

オ 法第２４条に規定する感染症の診査に関する協議会

（以下「感染症診査協議会」という。）は、感染症

のまん延防止の観点から感染症に関する専門的な判

断を行うとともに、患者等への医療及び人権への配

慮の視点からの判断を行うことも求められるため、

知事及び松山市長は、感染症診査協議会の委員の任

命に当たり、この趣旨を十分に考慮する。

� 対物措置

消毒、ねずみ族及び昆虫等の駆除、物件に係る措置

、建物に係る措置、交通の制限又は遮断等の措置を講

ずるに当たっては、知事及び松山市長並びに知事の指

示を受けた市町村長は、関係者に対し、その理由や必

要性を十分に説明し理解を得ながら実施し、これらの

措置は、個人の権利に配慮しつつ、必要最小限のもの

とする。

３ 積極的疫学調査

� 積極的疫学調査（法第１５条に規定する感染症の発生

の状況、動向及び原因の調査をいう。以下同じ。）の

実施は、�一類感染症、二類感染症、三類感染症又は
四類感染症の患者が発生した場合、�五類感染症等に
係る感染症発生動向調査において通常と異なる傾向が

見られた場合の外、�国内で感染症の患者は発生して
いないが海外で感染症が流行している場合であって、

国内における当該感染症の発生の予防上積極的疫学調

査が必要と認められるとき、�感染症の病原体を媒介
すると疑われる動物についての調査が必要な場合等個

別の事例に応じ、知事及び松山市長において適切に判

断する。

� 知事及び松山市長が積極的疫学調査を行うに当たっ

ては、調査を実施する保健所において、関係者の理解

と協力を得つつ、関係機関と緊密な連携を図りながら

、地域における詳細な流行状況の把握や感染源及び感

染経路の究明を迅速に進めていく。

なお、調査が広域に及ぶ場合には、関係保健所や衛

生研究所等関係機関と協力し、必要に応じて調査連絡

会を開催するなど調査体制を強化する。

また、必要に応じて、国立感染症研究所、国立国際

医療センター、他の都道府県等の協力を要請する。

� 緊急時において、国が積極的疫学調査を実施する場

合には、県及び松山市は、国との緊密な連携の下、必

要な情報の収集を行う。

４ 新感染症や指定感染症の発生時の対応
り

新感染症は、感染力や罹患したときの重篤性が極めて

高い一類感染症と同等の危険性を有する一方、病原体が

不明であるという特徴を有していることから、医師等か

ら新感染症と疑われる症例の報告があったときは、知事

及び松山市長は、直ちに情報収集を行い、その概要を国

に報告するとともに、国から技術的指導及び助言を積極

的に求め、市町村等関係機関と緊密な連携を図りながら

対応する。

また、指定感染症の患者の報告があった場合において

も、同様に対応する。

５ 情報の提供

県及び松山市は、一類感染症、二類感染症、三類感染

症、四類感染症、指定感染症又は新感染症が発生した場

合においては、適時に的確な情報を県民や医療機関等関

係機関に提供し、いたずらに不安感を与えることがない

よう努める。

６ 感染症対策と食品保健対策及び環境衛生対策との連携

� 食品保健対策との連携

ア 食品媒介感染症が疑われる疾患が発生した場合に

は、県及び松山市では、保健所長の指揮の下に、食

品保健対策部門は病原体に係る検査等を行い、感染

症対策部門は患者に関する情報を収集し、相互に連

携を図りながら迅速な原因究明を行う。

イ 病原体、原因食品、感染経路等が判明した場合に

は、県及び松山市の食品保健対策部門は一次感染を

防止するため原因物質に汚染された食品等の販売禁
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止、営業禁止又は停止等の行政処分を行い、感染症

対策部門は必要に応じて消毒等を行う。

ウ 二次感染による感染症のまん延の防止のため、県

及び松山市の感染症対策部門は、当該感染症に関す

る情報の公表、保健指導その他必要な措置をとる。

エ 保健所は、衛生研究所、国立試験研究所等との連

携を図り、原因となった食品等の究明を行う。

� 環境衛生対策との連携

水や空調設備、ねずみ族及び昆虫等を媒介とする感

染症については、県及び松山市の感染症対策部門は、

環境衛生対策部門と連携して、まん延防止に努める。

７ 関係各機関及び関係団体との連携

県及び松山市は、感染症のまん延の防止のため、特に

感染症の集団発生や原因不明の感染症が発生した場合に

対応できるよう、国、近隣の都道府県等、市町村、医師

会等の医療関係団体との連携体制を構築する。

第４ ２から６までを次のように改める。

２ 第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療

機関の整備

� 第一種感染症指定医療機関

ア 知事は、主として一類感染症の患者の入院を担当

させ、これと併せて二類感染症の患者の入院を担当

させる医療機関として、総合的な診療機能を有する

病院のうち、厚生労働大臣の定める基準に適合する

ものについて、その開設者の同意を得て、第一種感

染症指定医療機関を原則として県内に１箇所指定す

ることとし、指定に係る病床は、原則として２床と

する。

なお、第一種感染症指定医療機関の指定について

は、第二種感染症指定医療機関を中心に検討を進め

ることとし、各病院の施設整備の計画を踏まえた上

で、適時個々の病院に対して理解と協力を求め、で

きるだけ早期に指定を行うことができるよう努める

。

イ 本県において、第一種感染症指定医療機関が指定

されるまでの間に、一類感染症の患者等が発生した

場合は、愛媛大学医学部附属病院及び第二種感染症

指定医療機関と個々に協議を行い、入院治療を依頼

する。

また、これらの病院で入院治療が困難な場合は、

第一種感染症指定医療機関を指定している都道府県

の協力が得られ、患者等の移送が可能な場合にあっ

ては、当該都道府県を通じて、第一種感染症指定医

療機関に入院治療を依頼する。

なお、患者の症状等からその移送が困難な場合等

においては、法第１９条第１項ただし書の規定により

、知事が適当と認める医療機関に入院させ、国や関

係機関の協力を得つつ患者の治療及び感染拡大防止

に万全を期するものとする。

� 第二種感染症指定医療機関

知事は、二類感染症の患者の入院を担当させる医療

機関として、総合的な診療機能を有する病院のうち、

厚生労働大臣の定める基準に適合するものについて、

その開設者の同意を得て、第二種感染症指定医療機関

に指定する。

第二種感染症指定医療機関は、原則として二次医療

圏（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の３第２

項第１号に規定する区域をいう。以下同じ。）ごとに

１箇所指定するとともに、当該指定に係る病床数は、

当該二次医療圏の人口を勘案して必要と認める数とし

、知事は、これまで、下表のとおり９箇所の病院を指

定している。

なお、愛媛県地域保健医療計画（医療法第３０条の３

第１項に規定する医療計画をいう。）の見直しが行わ

れた場合等は、必要に応じて新たな医療機関を指定す

る等、医療を提供する体制を確保する。

二次医療圏
第二種感染症指定医療

機関名
指定病床数

宇摩圏 県立三島病院 ４

新居浜・西

条圏

県立新居浜病院 ２

医療法人同心会西条中

央病院

２

今治圏 今治市医師会市民病院 ４

松山圏
県立中央病院 ３

松山赤十字病院 ３

八幡浜・大

洲圏

市立八幡浜総合病院 ２

市立宇和病院 ２

宇和島圏 市立宇和島病院 ４

� 感染症指定医療機関の施設設備

感染症指定医療機関は、患者の生命を保護しつつ高

い水準の療養生活と効果的かつ職員の安全が確保され

た医療活動が保障できるよう必要に応じて施設整備を

行う。

３ 感染症の患者の移送のための体制

� 県及び松山市は、感染症患者の移送において、患者

の安全を確保し適切な移送を行うために、患者移送専

用の車両等を整備する。

� 感染症患者の移送は、国が作成した感染症の患者の

移送に関する手引きについて（平成１１年３月３１日付け

厚生省保健医療局結核感染症課長通知）に従い、保健

所が、感染症防止対策を講じつつ迅速かつ適切に行う

とともに、必要に応じ、感染症患者移送従事者の健康

診断を行う。

� 新感染症の所見がある者及び一類感染症患者につい

ては、知事及び松山市長は、国からの技術的な指導、

助言及び協力を求めつつ、適切な移送を行う。

� 消防機関が移送した傷病者が法第１２条第１項第１号

等に規定する感染症の患者であると医療機関が判断し

た場合は、二次感染を防止するため、また、移送者の

安全を確保するため、医療機関から消防機関に対して

当該感染症に関し適切な情報提供がなされることが必

要であり、医師の届出を受けた保健所長は、情報提供

が適切になされていることを確認する。

４ その他感染症に係る医療の提供のための体制

� 感染症患者に係る医療は、感染症指定医療機関のみ

で提供されるものでなく、一般医療機関においても提
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供されることがあることに留意する必要がある。一類

感染症又は二類感染症であっても、最初に診察を受け

る医療機関は、一般の医療機関であることが多く、さ

らに、三類感染症、四類感染症又は五類感染症につい

ては、原則として一般の医療機関で医療が提供される

ものである。

このため、一般の医療機関においても、平時から国

、県及び松山市から公表された感染症に関する情報に

ついて積極的に把握し、同時に医療機関において感染

症のまん延の防止に必要な対策を講ずるよう努める。

さらに、感染症の患者に対し、差別的な取扱いを行う

ことなく、患者の人権に配慮しつつ良質かつ適切な医

療の提供がなされるよう努める。

� 一類感染症、二類感染症等で、国内に病原体が常在

しないものについて、国内で患者が発生するおそれが

高まる場合には、県が当該感染症の外来診療を担当す

る医療機関を選定し、保健所が当該医療機関に感染が

疑われる患者を誘導するなど初期診療体制を確立する

ことにより、地域における医療提供体制に混乱が生じ

ないよう努める。

５ 医師会等の医療関係団体等との連携

� 感染症の患者に対する良質かつ適切な医療の提供の

ため、一類感染症及び二類感染症に対応する感染症指

定医療機関については、県が必要な指導を積極的に行

う。

� 一般の医療機関における感染症の患者への良質かつ

適切な医療の提供が確保されるよう、県及び松山市は

、医師会等の医療関係団体に感染症に関する適切な情

報提供等を行い緊密な連携体制の整備を図る。

� 保健所は、地域における感染症対策の中核的機関と

して、感染症指定医療機関や地域の医師会等医療関係

団体と緊密な連携体制の整備を図る。

６ 集団発生時等の医療体制

感染症が集団発生した場合その他緊急を要する場合等

において感染症指定医療機関以外の医療機関へ患者を入

院させる必要が生じたときは、患者等の安全を確保する

ため、県及び松山市は、医師会等の医療関係団体と迅速

に緊密な連携を図り、医療機関を確保し、適切な医療の

提供を要請する。

また、必要な場合は、隣県に医療の提供について協力

を要請する。

第５から第８までを次のように改める。

第５ 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止

並びに医療の提供のための施策（国との連携及び地方公

共団体相互間の連絡体制の確保を含む。）に関する事項

１ 感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに医療の提

供のための施策

� 一類感染症、二類感染症又は新感染症の患者の発生

又はそのまん延のおそれが生じた場合には、県は、当

該感染症の患者が発生した場合の具体的な医療提供体

制や移送の方法等について必要な計画を定め、公表す

ることとする。

� 国が、感染症の患者の発生を予防し、又はそのまん

延を防止するために緊急の必要があると認め、県及び

松山市に対して必要な指示を行う場合には、県及び松

山市は、国の指示の下、迅速かつ的確な対策を講じる

。

� 新感染症の患者の発生や生物兵器を用いたテロリス

トによる攻撃が想定される場合など、県及び市町村に

十分な知見が集積されていない状況で感染症対策が必

要とされる場合には、県は、国に対して職員や専門家

を派遣する等の支援を要請する。

２ 国との連携

� 知事及び松山市長は、法第１２条第２項に規定する国

への報告等を確実に行い、必要に応じ、国立感染症研

究所等へ情報提供を行い、助言及び協力を求める。

特に一類感染症や新感染症への対応を行う場合その

他感染症への対応について緊急と認める場合にあって

は、国と緊密な連携を図る。

� 知事及び松山市長は、検疫所から検疫法（昭和２６年

法律第２０１号）第１８条第３項による健康状態に異状を

生じた者に対し指示した事項等の通知を受けた場合に

は、当該健康状態に異状を生じた者等に対して質問又

は必要な調査を実施する。

また、検疫法第２６条の３による感染症の病原体を保

有している者の通知を受けた場合には、検疫所と連携

して、感染症のまん延防止のため、同行者等の追跡調

査その他の必要と認める措置を実施する。

� 緊急時においては、県及び松山市は、国に対して感

染症の患者の発生の状況や医学的な知見など県及び松

山市が対策を講じる上で有益な情報を可能な限り提供

するよう要請するとともに、地域における患者の発生

状況（患者と疑われる者に関する情報を含む。）等に

ついてできるだけ詳細な情報を国に提供することによ

り緊密な連携を図る。

３ 地方公共団体相互間の連絡体制

� 県及び松山市は、他の都道府県等と緊密な連絡を保

ち、感染症の発生状況、緊急度等を勘案し必要に応じ

て、相互に応援職員、専門家の派遣等を行う。

また、消防機関に対して、感染症に関する情報等を

適切に連絡する。

� 県及び松山市は、関係市町村に対して、医師等から

の届出に基づいて必要な情報を提供するとともに、相

互の緊急時における連絡体制を整備する。

� 県内の複数の市町村にわたり感染症が発生し緊急を

要するときは、県は、県内の統一的な対応方針を提示

し、市町村間の連絡調整を行い、必要な対策を講ずる

。

� 複数の都道府県にわたり感染症が発生するなど緊急

を要するときは、県は、関係都道府県等と密接な連携

を図り、対策連絡会を設置するなどの連絡体制の強化

を図る。

特に、四国の他の３県等隣県とは平時から緊密に連

絡を保ち、対策連絡会を設置するなど緊急時における

連絡体制の強化等を検討する。

４ 関係団体との連絡体制
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県及び松山市は、医師会等の医療関係団体及び関係機

関と緊密な連携を図り、感染症患者の移送体制の整備、

医療機関の確保、感染症患者の治療及び感染症のまん延

防止に万全を期する。

５ 情報ネットワークの整備

県及び松山市は、緊急時はもちろん平常時においても

、感染症情報等について関係機関相互の情報交換を迅速

に行うことができるよう情報ネットワークの整備を図り

、連絡体制を強化する。

第６ 感染症に関する調査及び研究に関する事項並びに感染

症の病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関

する事項

１ 感染症に関する調査及び研究に関する基本的な考え方

感染症対策は、科学的な知見に基づいて推進されるべ

きものであることから、感染症に関する調査及び研究は

、感染症対策の基本となる。このため、県及び松山市に

おいても、必要な調査及び研究の方向性を示し、海外の

研究機関等も含めた関係機関との連携の確保、調査及び

研究に携わる人材の育成等を積極的に推進する。

２ 感染症に関する調査及び研究の推進

� 県及び松山市における感染症に関する調査及び研究

の推進に当たっては、保健所、衛生研究所及び感染症

主管部局等が相互に連携を図りつつ、疫学的な知識及

び感染症対策の経験を有する職員の活用を図りながら

、地域の特徴的な感染症の発生の動向やその対策等の

地域の環境や当該感染症の特性等に応じて、具体的か

つ計画的に取り組む。

� 衛生研究所においては、感染症主管部局や保健所と

の連携の下、感染症の調査、研究、試験検査及び研修

指導並びに感染症に関する情報等の収集、分析及び提

供を積極的に行い、地域における感染症に関する情報

の収集・発信拠点（地方感染症情報センター）として

の役割を担う。

� 保健所においては、地域における感染症対策の中核

的機関との位置付けから、衛生研究所、地域医師会等

との連携の下、感染症対策に必要な疫学的な調査及び

研究を行い、地域における総合的な感染症の情報の発

信拠点としての役割を担う。

３ 感染症の病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向

上に関する基本的な考え方

感染症対策において、病原体等の検査の実施体制及び

検査能力（以下「病原体等の検査体制等」という。）を

十分に有することは、人権への配慮の観点や感染の拡大

防止の観点から極めて重要である。このため、県及び松

山市は、衛生研究所を始めとする関係機関における病原

体等の検査体制等の充実を進めるとともに、医療機関及

び民間の検査機関等における検査に対して、精度管理、

技術指導等を実施し、検査能力の向上に努める。

４ 感染症の病原体等の検査体制等

� 衛生研究所は、一類感染症、二類感染症、三類感染

症及び四類感染症の病原体等に関する検査について、

必要に応じて、国立感染症研究所、他の都道府県等の

地方衛生研究所等と連携して、迅速かつ的確に実施す

るとともに、民間の検査機関において実施不可能な五

類感染症の病原体等の検査について、その検査能力に

応じて実施できる体制を整備する。

保健所においては、衛生研究所と連携して検査機能

の充実を図る。

� 県及び松山市は、それぞれが有する衛生研究所の病

原体等の検査に係る役割分担を明確にするとともに、

それぞれ連携を図る。

� 感染症の病原体等に関する情報の収集、分析及び公

表は、患者に関する情報とともに、感染症発生動向調

査のいわば車の両輪として位置付けられるため、県及

び松山市においては、医療機関等と連携を図りながら

、病原体等に関する情報の収集のための体制を整備す

るとともに、患者情報と病原体情報とが迅速かつ的確

に分析され、情報が提供できるよう努める。

� 県及び松山市は、衛生研究所及び保健所において、

病原体の検査を行う職員や周辺環境への安全を確保す

るため、積極的に検査設備や安全管理設備の整備を行

う。

第７ 感染症の予防に関する人材の養成に関する事項

１ 人材の養成に関する基本的な考え方

現在、感染症に関する知見を十分に有する者が少なく

なっている一方で、新たな感染症対策に対応できる知見

を有する多様な人材が必要になっていることを踏まえ、

県及び松山市は、これら必要とされる感染症に関する人

材の確保のため、感染症に関する幅広い知識や研究成果

の医療現場への普及等の役割を担うことができる人材を

養成する。

２ 感染症に関する人材の養成

知事及び松山市長は、国立保健医療科学院、国立感染

症研究所等で実施される研修会に保健所及び衛生研究所

の職員等を積極的に派遣するとともに、感染症に関する

講習会等を開催し、保健所の職員等に対する研修の充実

を図る。さらに、これらにより感染症に関する知識を習

得した者を保健所や衛生研究所等に適正に配置し、その

効果的な活用を図る。

３ 医師会等における感染症に関する人材の育成

感染症指定医療機関においては、その勤務する医師の

能力向上のための研修等を実施するとともに、医師会等

の医療関係団体においては、会員等に対して感染症に関

する積極的な情報提供及び研修の充実を図る。

４ 関係各機関及び関係団体との連携

知事及び松山市長は、医師会等医療関係団体が行う研

修会に保健所及び衛生研究所の職員を積極的に参加させ

、必要な支援を行うとともに、当該関係団体と相互に感

染症に関する情報交換等を行い、感染症や疫学の専門家

の養成及び資質の向上に努める。

第８ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患

者等の人権への配慮に関する事項

１ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患

者等の人権への配慮に関する基本的な考え方

県及び市町村においては適切な情報の公表、正しい知

識の普及を行い、医師等においては患者への十分な説明
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と同意に基づいた医療の提供を行い、県民においては感

染症について正しい知識を持ち、自らが予防するととも

に、患者等が差別を受けることがないよう配慮する。さ

らに、県及び市町村は、感染症のまん延の防止のための

措置を行うに当たっては、人権に最大限配慮する。

２ 感染症に関する啓発及び知識の普及

� 県及び市町村は、診療、就学、就業、交通機関の利

用等の場面において、患者等への差別や偏見の排除及

び感染症に関する正しい知識の定着等のため、パンフ

レットや教材の作成、キャンペーンや各種研修会の実

施、感染症の患者の円滑な職場参加、感染症にかかっ

た児童生徒等の再登校のための取組等必要な施策を関

係機関と連携を図りながら実施する。

� 保健所は、地域住民に密着した機関として、感染症

に関する情報の提供、普及啓発、相談等を適切に実施

する。

� 医療機関は、患者等に対して、感染症について十分

な説明を行い正しい知識を普及する。

３ 感染症の患者等の人権への配慮

� 県及び松山市は、関係職員に対する研修等を行い、

患者情報の流失阻止の徹底を図るとともに、医師会等

の関係医療団体等の協力を得ながら、医療機関等にお

ける患者情報の保護について意識の徹底を図る。

� 患者のプライバシーを尊重するため、感染症患者に

関する届出を行った医師は、状況に応じて、患者等へ

当該届出の事実等を説明する。

４ 県及び市町村における関係部局との連携

� 感染症に関する啓発及び知識の普及を図っていく上

で、学校や職場を活用することが効果的かつ効率的で

あるため、県及び市町村は、関係機関と連携を図りな

がら、学校や職場に対して、感染症に関する情報提供

、研修会の開催等を行う。

特に、学校教育の場において、感染症や予防接種に

関する正しい知識の普及に努める。

� 県及び市町村の感染症対策部門は、関係部局に感染

症や予防接種に関する情報を提供し、感染症に関する

啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権への

配慮に努める。

５ 医療関係団体及び関係各機関との連携

� 県及び松山市は、国、他の都道府県等及び医師会等

の医療関係団体と感染症に関する啓発及び知識の普及

並びに感染症の患者等の人権の配慮に関して協議を行

う会議等を定期的に開催し、これらと密接な連携を図

る。

� 県及び松山市は、報道機関に対して、適時、的確な

情報を提供し、県民へ感染症の予防啓発及び正しい知

識の普及を図ることや患者情報の保護を要請する。

また、感染症に関し、誤った情報や不適当な報道が

なされたときは、速やかにその訂正がなされるよう対

応する。

第９ ２を次のように改める。

２ 災害防疫の対応

� 災害発生時の感染症の発生の予防及びまん延の防止

の措置は、生活環境が悪化し、被災者の病原体に対す

る抵抗力が低下する等の悪条件下に行われるものであ

るため、知事及び松山市長は、迅速かつ的確に所要の

措置を講じ、感染症の発生及びまん延の防止に努める

。その際、県及び松山市は、愛媛県地域防災計画に基

づき、保健所を拠点として、市町村、医師会等医療関

係団体と連携を図り、防疫活動、保健活動及び医療機

関の確保を迅速かつ適切に実施する。

� 市町村は、災害発生時において、迅速かつ適切な措

置が実施できるよう定期的に防疫訓練を行い、また、

必要な消毒器材等の整備を図る。

第９ ４を次のように改める。

４ 動物由来感染症対策

� 知事及び松山市長は、動物由来感染症に対する必要

な措置等が速やかに行えるよう、獣医師等に対し、法

第１３条に規定する届出の義務について周知を行うとと

もに、保健所、動物愛護センター等の関係機関及び獣

医師会等の関係団体等と情報交換を行う等により連携

を図り、県民に対し、適切な情報提供を行う。

� ペット等の動物を飼育する県民は、動物由来感染症

に関する正しい知識を持ち、その予防に必要な注意を

払うよう努める。

� 知事及び松山市長は、積極的疫学調査の一環として

、動物の病原体保有状況調査（動物由来感染症の病原

体の動物における保有の状況に係る調査をいう。）に

より広く情報を収集することが重要であるとの認識に

基づき、保健所、衛生研究所等の連携を図り、調査に

必要な体制の整備に努める。

� 動物由来感染症の予防及びまん延の防止の対策につ

いては、媒介動物対策や、動物等取扱業者等への指導

、獣医師との連携等が必要であることから、県及び松

山市においては、感染症対策部門において、環境衛生

部門、動物愛護部門、野生動物部門、家畜衛生部門等

と適切に連携し、対策を講じる。

�愛媛県告示第１２８７号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により、次のように医師の指定をした。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

診断する身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 指定年月日

肢体不自由・心臓・呼吸器機
能障害 内 科 公立学校共済組合

四国中央病院 楠 完 治 四国中央市川之江町２２３３番地 平成
１６年６月１日
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聴覚・平衡・音声又は言語機
能障害 耳鼻咽喉科 〃 佐 藤 孝 宣 〃 〃

肢 体 不 自 由 外 科 愛媛県立三島病院 椿 雅 光 四国中央市中之庄町１６８４番地２ 〃

ぼうこう又は直腸機能障害 〃 〃 石 崎 雅 浩 〃 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 公 立 周 桑 病 院 笹 谷 勝 巳 東予市壬生川１３１番地 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器・小腸・ぼうこう又は
直腸機能障害

外 科 医療法人綮愛会
石 川 病 院 末 廣 和 長 四国中央市上分町７３２番地１ 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 中 山 温 広 〃 〃

〃 脳神経外科 〃 牟 礼 英 生 〃 〃

じん臓・ぼうこう又は直腸機
能障害 泌 尿 器 科 〃 白 戸 玲 臣 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 内 科 愛 媛 労 災 病 院 中 村 陽 平 新居浜市南小松原町１３番２７号 〃

〃 〃 〃 幡 中 雅 行 〃 〃

心 臓 ・ じ ん 臓 機 能 障 害 循 環 器 科 〃 原 田 希 〃 〃

〃 〃 〃 吉 野 敬 子 〃 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 小 児 科 〃 伊地知 園 子 〃 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 〃 井 上 裕 文 〃 〃

視 覚 障 害 眼 科 〃 西 岡 慎 人 〃 〃

じん臓・ぼうこう又は直腸機
能障害 泌 尿 器 科 愛媛県立南宇和病

院 米 田 文 夫 南宇和郡城辺町甲２４３３－１ 〃

肢体不自由・ぼうこう又は直
腸機能障害 外 科 〃 松 野 裕 介 〃 〃

視 覚 障 害 眼 科 市立宇和島病院 中 野 有 香 宇和島市御殿町１番１号 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 愛媛十全医療学院
附属病院 堀 内 秀 樹 温泉郡川内町大字南方５６１番地 〃

心 臓 機 能 障 害 心臓血管外科 愛媛県立今治病院 中 田 達 広 今治市石井町四丁目５番５ 〃

肢 体 不 自 由 脳神経外科 愛媛大学医学部附
属病院 松 井 誠 司 温泉郡重信町大字志津川 〃

じ ん 臓 機 能 障 害 泌 尿 器 科 医療法人広仁会
広 瀬 病 院 佐々木 豊 和 八幡浜市１２８０番地９ 〃

肢 体 不 自 由 内 科 伊方町国民健康保
険九町診療所 後 町 洋 一 西宇和郡伊方町九町１番５９７番地１ 〃

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器・ぼうこう又は直腸・
小腸機能障害

外 科 医療法人綮愛会
石 川 病 院 塩 崎 隆 博 四国中央市上分町７３２番地１ 〃

肢 体 不 自 由 整 形 外 科 市立宇和島病院 山 岡 豪太朗 宇和島市御殿町１番１号 〃

〃 〃 みずほ整形外科 藤 澤 圭 史 伊予郡砥部町麻生７番５ 〃

じ ん 臓 機 能 障 害 泌 尿 器 科 西予市立宇和病院 佐 藤 秀 樹 西予市宇和町卯之町一丁目２４６番地１ 〃

肢体不自由・音声、言語又は
そしゃく機能障害 神 経 内 科 独立行政法人国立

病院機構愛媛病院 城 戸 美和子 温泉郡重信町横河原３６６番地 〃

肢体不自由・じん臓・呼吸器
・ぼうこう又は直腸機能障害 外 科 市 立 大 洲 病 院 鈴 木 秀 明 大洲市西大洲字ヤスバ甲５７０番地 〃
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�愛媛県告示第１２８９号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１９条の２第

１項の規定に基づき、次のとおり更生医療を担当させる医療

機関を指定した。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２８８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第１項の規定により指定した医師が、次のように所在地を変更した。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２９０号
身体障害者福祉法施行令（昭和２５年政令第７８号）第３条第２項の規定により、次のように指定医師の辞退の届出があった。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２９１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

肢体不自由・音声又は言語・
心臓・じん臓・呼吸器・ぼう
こう又は直腸・小腸・免疫機
能障害

内 科
社会福祉法人恩賜
財団済生会西条病
院

岡 田 眞 一 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 〃

肢体不自由・視覚・聴覚・平
衡・音声又は言語機能障害 脳神経外科 〃 門 田 治 〃 〃

〃 〃 〃 宇都宮 裕 〃 〃

医 師 氏 名
旧 所 在 地 新 所 在 地

変 更
年月日病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地 病院又は診療所の名称 同 左 所 在 地

本 吉 和 美 医療法人弘仁会共立病院 東予市三津屋南９－１０ 愛媛大学医学部附属病院 温泉郡重信町大字志津川 平成１６年
４月１日

圓 尾 容 子 財団法人積善会附属十全
総合病院 新居浜市北新町１番５号 市 立 大 洲 病 院 大洲市西大洲字ヤスバ甲

５７０番地
平成１６年
４月６日

岡 宮 史 武 愛媛県立北宇和病院 北宇和郡広見町大字近永
４５５－１ 岡 宮 眼 科 北宇和郡広見町大字近永

１４８９番地１
平成１６年
５月１日

名 称 所 在 地
担当すべき医療
の種類

指 定
年 月 日

愛媛県立今治病院 今治市石井町四丁
目５－５

心臓脈管外科に関
する医療

平成１６年
６月１日

診断した身体障害の種類 診療科名 病 院 又 は
診療所の名 称 医 師 氏 名 同 左 所 在 地 届出年月日

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器・ぼうこう又は直腸・
小腸機能障害

外 科 医療法人綮愛会
石 川 病 院 吉 田 素 平 川之江市上分町７３２－１ 平成

１６年４月３０日

肢体不自由・心臓・じん臓・
呼吸器機能障害 内 科 愛 媛 労 災 病 院 野 崎 士 郎 新居浜市南小松原町１３－２７ 平成

１６年５月６日

肢 体 不 自 由 〃 伊 予 病 院 吉 田 則 武 伊予市八倉９０６番地５ 平成
１６年５月１８日

肢体不自由・じん臓・呼吸器
・ぼうこう又は直腸・小腸機
能障害

外 科
社会福祉法人恩賜
財団済生会西条病
院

高 井 昭 洋 西条市朔日市字榎ヶ坪２６９番地１ 平成
１６年５月３１日

心臓・じん臓・呼吸器機能障
害 循 環 器 科 〃 河 野 浩 明 〃 〃
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�愛媛県告示第１２９２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、朝倉村から協議のあった村営土地改良事業（ほ

場整備事業・古谷下地区）の施行に平成１６年５月３１日同意し

た。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２９３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、朝倉村から協議のあった村営土地改良事業（農

業用用排水施設整備事業・古谷下地区）の施行に平成１６年５

月３１日同意した。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２９４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、朝倉村から協議のあった村営土地改良事業（農

業用道路整備事業・古谷下地区）の施行に平成１６年５月３１日

同意した。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２９５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、菊間町から協議のあった町営土地改良事業（農

業用用排水施設整備事業・明田地区）の施行に平成１６年５月

３１日同意した。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１２９６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、菊間町から協議のあった町営土地改良事業（ほ

場整備及び暗渠排水事業・明田地区）の施行に平成１６年５月

３１日同意した。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２９７号
家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）第１８条及び第３２条の規定により、家畜人工授精師の免許証を次のとおり交付した

。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

パルティ・フジ松江 松山市松江町５番３
他

大規模小売店舗にお
いて小売業を行う者
の名称

株式会社フジ、株式会
社メディコ・二十一

株式会社フジ、株式会
社メディコ・二十一、
株式会社フォトクリエ
イト、三宅正雄、株式
会社あぼんりー、株式
会社大創産業

平成１６年
３月３日

平成１６年
５月２１日

免 許
番 号

免 許
年 月 日

家 畜
の

種 類
免 許
資 格 本 籍 地 現 住 所 氏 名

生 年 月 日

第１７８５号 平成１６年６月１１日 牛 家畜人工授精
の業務 愛 媛 県 西予市野村町阿下６号２４５番地１ 堀 内 誠

昭和５１年１月２８日
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�愛媛県告示第１２９８号
林業種苗法（昭和４５年法律第８９号）第１３条第１項の規定に

基づき、次のように生産事業者の登録変更の届出があった。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更に係る事項

生産事業者の住所

事業所の所在地

生産事業に係る種苗の採取または育成の場所

２ 変更の内容

生産事業者の住所

変更前 川之江市金田町三角寺１４９－１

変更後 四国中央市金田町三角寺１４９－１

事業所の所在地・

生産事業に係る種苗の採取または育成の場所

変更前 川之江市金田町三角寺

変更後 四国中央市金田町三角寺

�������
�愛媛県告示第１２９９号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定によ

り、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次の

とおり協議が成立した。

その関係図書は、愛媛県庁及び愛媛県西条地方局に備え置

いて縦覧に供する。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 河川の名称

二級河川国領川水系国領川

２ 河川管理施設の名称又は種類

国領川左岸堤防

３ 河川管理施設の位置

新居浜市菊本二丁目８１４番９及び同８１４番１０の各地先

４ 管理を行う者の氏名及び住所

道路管理者 新居浜市

新居浜市一宮町一丁目５番１号

５ 管理の内容

� 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む。）、路

肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設

又は工作物で、別図に茶色で着色したものをいう。以下

同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、

改築、維持又は修繕

� 原則として、道路専用施設に係る災害復旧

６ 管理の期間

平成１６年６月１１日から道路の存続する日まで

�������
�愛媛県告示第１３００号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定によ

り、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次の

とおり協議が成立した。

その関係図書は、愛媛県庁及び愛媛県西条地方局に備え置

いて縦覧に供する。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 河川の名称

二級河川加茂川水系加茂川

２ 河川管理施設の名称又は種類

加茂川右岸堤防

３ 河川管理施設の位置

西条市古川字寅巳甲２３４番４地先から同市古川字中條甲

１６２番地先まで

４ 管理を行う者の氏名及び住所

道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

５ 管理の内容

� 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む。）、路

肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設

又は工作物で、別図に茶色で着色したものをいう。以下

同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、

改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、別図に緑色に着色した区域内の

ものについての維持

� 原則として、道路専用施設に係る災害復旧

６ 管理の期間

平成１６年６月１１日から道路の存続する日まで

�������
�愛媛県告示第１３０１号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第１７条第１項の規定によ

り、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について、次の

とおり協議が成立した。

その関係図書は、愛媛県庁及び愛媛県西条地方局建設部に

備え置いて縦覧に供する。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 河川の名称

二級河川渦井川水系室川

２ 河川管理施設の名称又は種類

室川左岸堤防

３ 河川管理施設の位置

西条市飯岡３７４５番地先から同市飯岡３７２０番３地先まで

４ 管理を行う者の氏名及び住所

道路管理者 西条市

西条市明屋敷１６４番地

５ 管理の内容

� 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む。）、路

肩、道路の附属物その他の専ら道路の管理上必要な施設

又は工作物で、別図に茶色で着色したものをいう。以下

同じ。）の新設（道路の附属物に係るものに限る。）、

改築、維持又は修繕

� 路肩に接する法面で、別図に緑色に着色した区域内の

ものについての維持

� 原則として、道路専用施設に係る災害復旧

６ 管理の期間

平成１６年６月１１日から道路の存続する日まで

愛 媛 県 報平成１６年６月１１日 第１５６５号

６３１



�愛媛県告示第１３０２号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、中島町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

中島町

温泉郡中島町大字大浦１６２６番地

代表者 中島町長 武田 満幸

温泉郡中島町大字大浦１７７６番地

２ 埋立区域

� 位置

温泉郡中島大字津和地６０２番地先から同１０４９番２地先

までの公有水面

� 区域

次の１点から２５点までを順次直線で結んだ線並びに１

点と２５点を結ぶ春分の日及び秋分の日の満潮位（Ｃ．Ｄ

．Ｌ．＋３．５５メートル）の陸と公有水面との接する線に

より囲まれた区域

基点（津和地島押登りノ鼻）は、北緯３３度５８分３３秒、

東経１３２度３０分４７秒の地点

１点は、基点から真北３５３度４１分３５秒５０６．７０メートル

の地点

２点は、１点から真北１８２度３７分１９秒４．００メートルの

地点

３点は、２点から真北２７２度３５分５７秒０．７５メートルの

地点

４点は、３点から真北１８２度３５分５８秒２１．３０メートル

の地点

５点は、４点から真北２７２度４０分１９秒０．３０メートルの

地点

６点は、５点から真北１８２度４０分２９秒４．８０メートルの

地点

７点は、６点から真北９２度４０分１９秒０．３０メートルの地

点

８点は、７点から真北１８３度０５分３２秒１７．９１メートル

の地点

９点は、８点から真北１８２度３０分５７秒７．２９メートルの

地点

１０点は、９点から真北２７２度２８分５３秒０．３０メートルの

地点

１１点は、１０点から真北１８２度２９分０２秒４．８０メートルの

地点

１２点は、１１点から真北９２度２８分５３秒０．３０メートルの地

点

１３点は、１２点から真北１８１度０６分２９秒６．６７メートルの

地点

１４点は、１３点から真北１７９度１３分５７秒７．４７メートルの

地点

１５点は、１４点から真北１７５度０８分５９秒９．４４メートルの

地点

１６点は、１５点から真北１７１度５５分５７秒１．８１メートルの

地点

１７点は、１６点から真北２６１度５７分０３秒０．３０メートルの

地点

１８点は、１７点から真北１７１度５７分０９秒４．８０メートルの

地点

１９点は、１８点から真北８１度５７分０３秒０．３０メートルの地

点

２０点は、１９点から真北１７０度２７分３０秒１５．０６メートル

の地点

２１点は、２０点から真北１６９度５８分０３秒８．５６メートルの

地点

２２点は、２１点から真北１６９度４３分３６秒１．４６メートルの

地点

２３点は、２２点から真北２５９度３７分３６秒０．３０メートルの

地点

２４点は、２３点から真北１６９度４２分５６秒４．８０メートルの

地点

２５点は、２４点から真北２５９度４２分３８秒１１．６５メートル

の地点

� 面積

１，６７４．０５平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

昭和５７年２月１日 愛媛県指令５６河第９８８号

４ しゅん功認可年月日

平成１６年６月１１日

�愛媛県告示第１３０３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 野佐来八幡浜線
八幡浜市川之内８番耕地４６９番５から

同市川之内３番耕地６番２まで

旧 ４．５～１１．０ ０．２９８

新 ２２．０～３９．０ ０．２７４
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�愛媛県告示第１３０４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１３０７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 野佐来八幡浜線
八幡浜市川之内８番耕地４６９番５から

同市川之内８番耕地４７２番２まで
平成１６年６月１１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 串内子線
喜多郡内子町内子３５３３番から

同町内子３５２４番地先まで

旧 ４．６～７．４ ０．０７３

新 １０．０～２０．０ ０．０７３

〃 内子河辺野村線

喜多郡内子町内子１０９２番地先から
同郡五十崎町大字古田甲１７０１番１０まで
及び
喜多郡内子町内子３５２５番地先から
同郡五十崎町大字古田甲１７０１番１０まで

旧 ４．２～１５．０
１３．２～８７．５

０．９９２
１．１３８

新 ４．２～１５．０
１２．０～８７．５

０．９９２
１．１２７

〃 内子停車場線
喜多郡内子町内子２６７番から

同町内子２６３番まで

旧 １５．８～１６．２ ０．０３７

新 １６．２～２１．０ ０．０３７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 串内子線
喜多郡内子町内子３５３３番から

同町内子３５２４番地先まで
平成１６年６月３０日

〃 内子河辺野村線
喜多郡内子町内子３５２５番地先から

同町内子３０７番まで
〃

〃 内子停車場線
喜多郡内子町内子２６７番から

同町内子２６３番まで
〃
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�愛媛県告示第１３０８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定

に基づき、次のように都市計画事業を認可した。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 施行者の名称

大洲市

２ 都市計画事業の種類及び名称

大洲都市計画公園事業

３・３・１ ふれあいパーク

３ 事業施行期間

平成１６年６月１１日から

平成２１年３月３１日まで

４ 事業地

� 収用の部分

大洲市東大洲地内

� 使用の部分

なし

公 告

�公 告

争議行為の通知の公表について

全国一般労働組合愛媛地方本部執行委員長藤波武男から次

のとおり争議行為を行う旨の通知が平成１６年６月４日あった

ので公表する。

平成１６年６月１１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事件 平成１６年度夏季一時金・その他

２ 日時 平成１６年６月１５日正午以降本問題が完全解決に至

る間

３ 場所

４ 概要 前記記載の場所においてあらゆる形の争議行為を

単独又は併用して実施する。

人事委員会規則

�愛媛県人事委員会規則６－１６８
職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則を

次のように定める。

平成１６年６月１１日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規

則

職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則

６－５）の一部を次のように改正する。

別表第７第１号�中「作業療法士」の下に「、視能訓練士
」を加える。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

公営企業告示

�愛媛県公営企業告示第３号
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の規

定により、病院の業務に係る公金の収納の事務を次のとおり

委託した。

平成１６年６月１１日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

１ 委託した事務の範囲及び内容

愛媛県立新居浜病院の料金の収納の事務（日直業務の範

囲内のものに限る。）

２ 受託者の名称及び主たる事務所の所在地

株式会社アイ・エム・ビイ・センター

大阪市北区堂島二丁目２番２号

３ 委託期間

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで

地方労働委員会告示

�愛媛県地方労働委員会告示第１号
当委員会は、地方公営企業等の労働関係に関する法律（昭

和２７年法律第２８９号）第５条第２項の規定に基づき、愛媛県

公営企業の職員が結成し、又は加入する労働組合について、

職員のうち労働組合法（昭和２４年法律第１７４号）第２条第１

号に規定する者の範囲を平成１６年５月２８日認定したので、企

業職員に係る労働組合法第２条第１号に規定する者の範囲の

認定（昭和５３年５月愛媛県地方労働委員会告示第１号）の一

部を次のように改正する。

平成１６年６月１１日

愛媛県地方労働委員会

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１６松局建（開）第４号

平成１６年５月２７日
温泉郡重信町大字牛渕字古屋敷３６２番４

伊予郡松前町大字徳丸１１３１番地１
フレグランス徳丸Ａ２０１号室
日 野 邦 宏

病 院 名 所 在 地

財団法人 創精会 松山市美沢一丁目１０の３８

医療法人 敬愛会久米病院 松山市南久米７２３

医療法人 清和会和ホスピタル 北条市柳原７３９

医療法人 北辰会まなべ病院 西条市氷見丙４７７

財団法人 新居浜精神衛生研究所
財団新居浜病院 新居浜市松原町１３の４７

医療法人 十全会十全第二病院 新居浜市角野新田町１の１の
２８

社団法人 八幡浜医師会 八幡浜市広瀬一丁目７の１７
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会 長 白 石 喜 �
表以外の部分中「地方公営企業労働関係法」を「地方公営

企業等の労働関係に関する法律」に改める。

表本局の項労働組合法第２条第１号に規定する者の欄中「

、参事」及び「、副参事」を削り、表発電所管理事務所の項

労働組合法第２条第１号に規定する者の欄中「参事、」及び

「、副参事（人事を担当する者に限る。）」を削り、表県立

病院の項労働組合法第２条第１号に規定する者の欄中「、参

事」を削り、「経営企画室長」の下に「、経営企画室長補佐

」を加え、「、副参事（人事を担当する者に限る。）」を削

る。

�愛媛県地方労働委員会告示第２号
労働委員会規則（昭和２４年中央労働委員会規則第１号）第６８条第１項の規定により、あっせん員候補者を次のとおり公示す

る。

平成１６年６月１１日

愛媛県地方労働委員会

会 長 白 石 喜 �
愛媛県地方労働委員会あっせん員候補者名簿

氏 名 現 職 又 は 地 位 委員経歴 住 所 委嘱年月日

白 石 喜 � 愛媛県地方労働委員会会長
弁護士 ２６～３６期 松 山 市 平成１５年８月２５日

山 下 泰 史 愛媛県地方労働委員会会長代理
弁護士 ３４～３６期 松 山 市 〃

宇都宮 純 一 愛媛県地方労働委員会委員
愛媛大学法文学部教授 ３５～３６期 松 山 市 〃

川 東 英 子 愛媛県地方労働委員会委員
松山東雲女子大学人文学部教授 ３６期 松 山 市 〃

青 山 保 子 愛媛県地方労働委員会委員
社会保険労務士 ３６期 松 山 市 〃

松 本 修 次
愛媛県地方労働委員会委員
連合愛媛副会長
全国一般労組愛媛地方本部書記長

３０～３６期 松 山 市 〃

河 野 廣 美
愛媛県地方労働委員会委員
連合愛媛会長
宇和島自動車労組特別執行員

３２～３６期 松 山 市 〃

黒 田 米 市
愛媛県地方労働委員会委員
連合愛媛副会長
伊予鉄労組執行委員長

３６期 松 前 町 〃

内 堀 良 雄
愛媛県地方労働委員会委員
連合愛媛副会長
ＵＩゼンセン同盟愛媛県支部長

３６期 松 山 市 〃

木 原 忠 幸
愛媛県地方労働委員会委員
連合愛媛副会長
住友重機労組連合会愛媛地方本部執行委員長

３６期 東 予 市 〃

渡 邉 一 志 愛媛県地方労働委員会委員
今治産業交通（株）代表取締役社長 ３３～３６期 今 治 市 〃

池 内 義 直 愛媛県地方労働委員会委員
南海放送（株）常勤監査役 ３５～３６期 松 山 市 〃

西 村 洋 愛媛県地方労働委員会委員
愛媛県経営者協会専務理事 ３６期 松 山 市 〃

村 上 聖 愛媛県地方労働委員会委員
村上工業（株）取締役副社長 ３６期 大 洲 市 〃

逆 井 洋 紀 愛媛県地方労働委員会委員
住友化学工業（株）愛媛工場総務部長 ３６期 新 居 浜 市 平成１６年５月２８日

高 橋 敬 子 愛媛県地方労働委員会事務局長 松 山 市 平成１６年４月１日

木 原 敏 夫 愛媛県地方労働委員会事務局次長 松 山 市 平成１５年８月２５日

一 色 政 信 愛媛県地方労働委員会事務局審査調整課長 松 山 市 平成１６年４月１日

��������������

愛 媛 県 報平成１６年６月１１日 第１５６５号

６３５



任 免 辞 令

�公営企業任免辞令
５月３１日

愛媛県技術吏員 胡麻田 学

同 野 本 高 彦

同 佐 薙 雅 美

願により本職を免ずる（各通）

愛媛県技術吏員 喜多嶋 拓 士

同 二 宮 常 之

同 藤 原 弘 之

願により本職を免ずる（各通）

退職手当は支給しない（愛媛県職員退職手当条例第１４条）

（各通）

�������
�公営企業任免辞令

６月１日

山 下 善 正

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（一）４級を命ずる

医監を命ずる

県立中央病院内科部長を命ずる

井 上 考 司

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（一）２級を命ずる

県立中央病院内科医長を命ずる

（県立中央病院） 村 田 紀 子

（同 ） 堤 ゆかり

（県立南宇和病院） 木 阪 吉 保

（県立北宇和病院） 長 井 巌

（県立新居浜病院） 坂 上 智 城

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（一）１級を命ずる

技師を命ずる

（頭書）勤務を命ずる（各通）

平成１６年６月１１日 印刷
平成１６年６月１１日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円６３６
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